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このような社会的責任について, 福祉産業では, その対象が主に社会的に弱い障害者, 高齢者
に限られるが, 一般の製造業の場合には, 対象も大きく拡がることとなる.
本稿では, 21 世紀のこれから展開される一般の製造業の社会責任について, 技術面からの国
際比較をしながら, 製造業が行ってきた技術者の能力開発や訓練システムへの新しい提言を中心


















できる. ここでは, どのような技能が生産性を高めるのか, 以下, 製造業での職場の仕事につい
て作業という観点から探求する.





前者は, 繰り返しのような作業を言い, それゆえに作業工程のシステム化, 構造化も容易であ
り, そのなかで顧客のニーズの変化などのいわゆる外乱があったとしても作業工程の対応能力に


































2. 2. 1 作業工程のモデル化
前項では, 製造業の作業工程には規則的な作業と不規則的な作業の二種類の作業があることを
述べた. このうち, 規則的な作業では, 通常時の作業が持つアフォーダンス (Affordance)2) と
いう性質を考慮することで, その作業のマニュアル化も容易となる. アフォーダンスとは知覚心
理学者 J. J. Gibson (1904－1979) によって作られた造語で, 動詞 afford ｢～を与える｣ に由





しかし, 実際に起こる問題は, ときとして最初予想されたよりはるかに多様であり, 規則的な
作業工程がモデル化されたとしても, これらのモデル化でさらにはこのモデルを動的処理できた
としても対処することがなお難しい場合が多い. 製品も生産方法も, 市場の激しい競争によって













｢いつ, 高度技術者のアシストを依頼するか｣ など, ある程度の異常処理のノウハウが現場作業








































考え方である. OJT とは On the Job-Training の略, ｢職場内教育｣ といわれ, 職場で仕事を
しながら技能を覚えていく実地方式をいい, 昭和 30 年代の後半から各企業や職場に普及した5).
技能という知識は高度になればなるほど文字や言葉ではおきかえられない性質があり, それを
習うには, 教え手の例示に従い, それを真似ていく外ない. また, OJT の習得コストは off JT
よりはるかに少ない. Off JT とは off the Job-Training の略で, ｢職場外教育｣ といわれ, 企
業の外で行われる訓練コースに参加し, 資格を得る方式のことをいう5).
現在の IT など技術革新の激しいなかで企業が生き残るには, 技術革新に適応した企業そのも
のの組織改革が必要であるが, 技術においてはその企業を組織する技術者個々が経営工学の立場
から人間工学的展開 (日本では作業安全などの立場から産業医を巻き込んだ改善：KAIZEN が









技術の OJT とは製造業においては職場の改善とともに行われることになる. この改善につい
て, 現在, 国際労働機関 (ILO) とスウェーデン合同産業安全審議会が共同して編集した ｢安全・
衛生・作業条件の改善のための職場点検チェックリスト｣ を基に国際人間工学会 (IEA) がさら
に人間工学的知見を盛り込んで小項目数で 82 項目からなる ｢人間工学チェックポイント｣ とい
う特別な知識を必要としない ｢KAIZEN (和製英語)｣ が現場のツールとして使用されている.




個々の技術者の基礎技術レベルの啓発は, ここでは知的KAIZEN といい, いわゆる火を噴く





はなく, 暗黙に保障できる結果に繋がる知的作業 (例えば, ある情報が欠損していても知的創造
を行って欠損部分を補い, かつ, 正確な情報を新しく創り出していくことをいう.) が可能とな
るような新しい能力開発をいう.
技術者の知的能力開発までにはまだ至らないが, 最近では企業内での人材開発に e-learning
が導入されてきている (日刊工業新聞 2004 年 6 月 25 日版). この e-learning では企業内での生
涯教育, 法規制に対応できるコンプライアンス教育, IT 関連資格の取得訓練, 人材情報, 現場
のスキル診断に続くそれに対応した学習など, ①不足している能力の分析と対応, ②人員の最適
と思われる配置, ③能力発揮しやすい環境作り, の三つの最終目標が掲げられ, これらの最終目
標に到達できる訓練システムが提供されている.
これらの e-learning を技術者の訓練システムに適用しようとする場合には, 社会の価値観の
変化に伴う企業価値の評価基準の変化 (これまで, 企業は利潤を求めることが評価の重要な基準
となってきたが, ここ数年前から, 環境的な側面が重要な要素として加わり, 社会との共存関係
が作れているかどうかが評価基準となり, さらに最近では, 企業貢献ができているかどうか, 企
業の社会的責任はどうかなど企業価値の評価基準が変わってきた.) からそれらをベースに, 技
















技術者のための報酬制度はすでに 1995 年に日経連が ｢一定資格以上の従業員｣ あるいは ｢研
究職や営業職のような特定の職種の従業員｣ には ｢今まで以上に能力と業績に立脚した賃金制度




1995 年の時点では, 製造業における現場の技術者の主力は団塊の世代であり, この世代が担っ
てきた製造技術レベルは, もちろん職域での個人レベルの自己努力や企業努力も見逃せないが,
















メンバーの名前と持ち場を列記しそれをこなす能力 (責任) レベルを記す. 他にも, 問題処理の
作業, 変化への対応も記される. 職場に貼り出すため, 職長の判定が毎日一諸に働くメンバーの
厳しい目にさらされる. これが同時に職長の判定によるえこひいきの余地を減らすことになる.
2. 5 年俸制の拡がり
近年, 過度な横並びの年功賃金システムの横並びを排除して, 企業活力を取り戻すために, 成
果主義に基づく賃金制度を導入する企業が相次いでいる. 大きな成果・貢献をした社員に報酬で




や個人プレイの研究職などには適用しやすい. 個人プレイが適用できないような, つまり, チー
ムプレイが必要な職場にはそのままでは適用できない. その場合には毎月の給与をそのままにし





を付ける企業が多く (例えば, シチズン時計；2003 年 4 月から) なっている. 特に, 技術系の
場合には成果をあげた社員に年齢によらず報いる賃金体系を採ることで製造業などの企業が高度
な技術力を保つための若い優秀な技術者の確保および維持につなげることができる.
年俸制に関しては, 図 1 に示したようにすでに 4 割の企業で実施 (例えば, 三菱電機が 2003
年度から, 古いところでは本田技研が 1993 年, 富士通が 1994 年から) しており, ようやく, 年
俸制のメリット, デメリットも分かり始めてきている. 日本では欧米的な職務年俸制を導入する
ことは不可能であろう. なぜならば, わが国では職務を契約した社員の採用方式ではないからで,




































3. 1. 1 新卒者の一般的な教育水準
イギリスでは中学生の数学の学力が日本やアメリカさらには近隣のドイツよりも低いことが国
際教育到達度評価学会の 1994 年～1995 年に行った国際数学・理科教育調査からの教育到達度国
際比較 (TIMSS) より報告された. 各国のレベルには幅があるので単純な平均の比較はできな
いが, この調査データをパーセンタイルで並べてみるとシンガポール, 韓国, 日本, 香港の東ア
ジア各国がトップ集団を形成し, さらにベルギー, チェコ, スイス, オランダなど機械, メカニ
ズムといったモノづくりに伝統を持つ欧州の各国 (ドイツ, イギリス, フランスはこの中に入っ
ていない) が続き, 米国は 48 か国中, 28 番目, 後にイギリスなどが続いている状況となってい
る.
The British Council の科学技術部によると世界人口の約 1％を擁するイギリスでは全世界の
科学技術予算の 10％近くの科学技術予算を使用していると報告している. イギリスでは, 伝統
的に科学技術に対してかなりの予算を投入する傾向があり, 1970 年代以前には, 相応の成果も
挙げていた. アイザック・ニュートン (力学の三法則；プリンキピア, 光学；オプテックス) に
見られるように物理学の基本理論の多くは, イギリスで確立され, 20 世紀に入り, ノーベル物
理学賞が開始されると, アーネスト・ラザーフォードの原子構造の発見 (1908 年), 最近ではデ
ニス・ガボールによるホログラフィーとホログラムの発明 (1971 年) など, 現在までに 18のノー
ベル物理学賞を受賞している.
同様に, 化学分野でも周期表の元素, 放射線元素の発見, 酵素の働き, ビタミンCとインシュ
リンの構造, ATP と C60 バッキーボールの発見など, イギリスは 24 のノーベル化学賞を受賞
している.
このように, わが国の受賞数 (ノーベル物理学賞 4, ノーベル化学賞 4) と比べ, イギリスは
5.25 倍の受賞数である. しかしながら, イギリスのノーベル物理学賞はわが国の江崎玲於奈博
士がトンネル効果により受賞した翌年の 1974 年のダブル受賞以来, 現在までの 30 年間受賞者が
出ていない.
イギリスのこうした低迷は単に科学技術への投入予算だけではなく基礎教育の低下の影響を受
けたのではないかと推測できる. 1997 年ブレア政権が誕生し, その直後から数学能力向上計画
が政府主導で行なわれてきている. いづれその成果がでるものと期待している.













3. 1. 2 若年者に対する職業教育と訓練の方法
イギリスとドイツは両国とも, 職業訓練の中核として徒弟制度をもっている.
ドイツでは若年者層の約 3分の 2が訓練を受けている. ドイツの訓練システムは外部からの規
制によって支えられており, 雇用者, 労働組合, および, 公的部門の間でかなりのコーディネー
ションが必要である. このような協調関係は, ややもすると硬直的, 惰性的になりがちになるが,
ドイツでは既存の規制の枠組みを根本的に変革しようとするのではなく, むしろ, 新しいニーズ
(技術的なニーズ) に合わせて 『ドュアルシステム』 (技能資格を得る唯一のコース) を適応させ
ることが行なわれてきている.
これに対し, イギリスでは徒弟制度に基づく訓練システムが衰退し, 雇用者が長期訓練をおこ
なうことは一般的でなく, むしろ例外的である. 1985 年において, 就職した新卒者のうち 4 分



















するため｣ が挙げられよう. その他にも, ブルーカラーとホワイトカラーの差別の撤廃, 技術者
全員に公平に機会を与えるため, ブルーカラー・ホワイトカラーに関係なく能力のある者にはそ
れにふさわしいポジションを与える, と答えている企業もかなりみられる.










企業が多い. 同業種同格の企業の水準も参考にするので, 日本の状況ともかなり似ている. しか




わが国では, 年俸制に移行してきているとは言え, そのなかにおいても, 個々の社員の賃金は,
年齢によるもの (年功賃金) が大きい. この理由として, 以下のように考えられよう.
第一に, 企業が社員の生計費に配慮した賃金制度を採用していることに起因している. 具体的















国では, 最近の子供たちの理系離れにより, 理科系の学部卒 (大卒) のレベル低下が言われてい
る. そのなかにおいても大卒と高卒との間には明らかな賃金格差が存在する. 技術系の場合には,
それに, 大学院前期課程 (修士) と大学院後期課程 (博士) のいわゆる院卒が加わる. その様な
格差が存在するからこそ, 諸機関が作成しているモデル賃金も, また, 学歴別に作成されている.
イギリスでは, 前述したように, 卒業した大学がどこであるかによって初任給に差がつくこと
がある. 企業内でのその後の処遇も異なる. また大卒と高卒等との間には, 厳然とした処遇の差














く. そして 40 歳台の後半になると一つの企業に落ち着こうとする思考である.
採用する企業のほうも割り切っていて, 欠員があった場合も内部昇進よりも外部からの採用を
中心に補充する. 内部昇進はなかなか困難で, したがって, 現場技術者は渡り鳥のように企業間
を移動しつつ昇進をすることになる.
しかし, 大企業の場合は, 生涯雇用型と考えてよい実態で, 役職者の昇進は, 企業内昇進を前
提としている. 母体が大きいので, 内部での選抜が可能である. 最近こうした大企業でも, ホワ
イトカラーの過剰により, 失業者が増え, 特に長期 (1 年以上) の失業者が増えている. 企業の
退職一時金 (高年者は最低一年分) と失業保険で繋ぎ, 早期年金に繋げるケースも増えている.
一般スタッフの賃金について, 個人の賃金決定は, 個別設定であり, 職種の賃金表は持ってい
ない. 基本的には, 採用時のマーケットの水準で決定している. メルセデスベンツなどの大企業





ルの職種, PC 業界の労働マーケットは日本と比べて高い. またセールスマンの賃金相場も大変
高い状況である.
わが国の代表的自動車メーカーである三菱自動車のリコールは 1,000 人規模の工場が廃止にな





















































図 2に日本, イギリス, ドイツの技術労働者の賃金カーブを示す.
図 2からイギリス, ドイツともにホワイトカラーはほぼ日本に近い年功カーブであり, 違いは
50 歳代半ばから日本の企業の賃金は急落するが欧米は下がらない.
図 3に年齢別の勤続年数を比較した図を示す. 図から, ドイツ, イギリスともに, 特にドイツ




4. 1 9.11 テロ以降の技術者の就労環境の日米比較
米国と日本の就労環境の決定的な違いは, 従業員の多様性にある. 人種のるつぼの米国では,
性別, 人種, 肌の色, 宗教, 出身地を理由に雇用上差別を禁止する法律 (Title of the Civil
Rights Act of 1964) (東京オリンピックの年) が出され, また, 給与に関する男女均等法
(Equal Pay Act of 1963) もその前年に制定されている.
日本では, 女子 (男子) のみの募集を禁止した改正雇用機会均等法が施行されたのは, 国際高
齢者年の 1999 年で, したがって日米間には, 男女雇用に関する一般の認識の差もかなり存在す
る.
この雇用に関して, 技術者の場合で考えると, 米国では殆どが終身雇用でなく, また, 出身大
学名ということより, 実務が問題となり, 個々の技術者の個人能力がある証明として, 大学卒業
時に Fundamentals of Engineer (FE) の資格試験取得の後, 二年間の実務経験を経て, さら
に Professional Engineer (PE, 本論文では, 以後 PE と表記する.) を取得する (5 年毎に資
格継続のための更新試験が実施される) ことで, いわば, 技術能力の肩書きを手に入れて会社を
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PE は, 博士 (Doctor) の学位 (この場合は取得大学も重要となる) が絶対的にものをいう米
国の社会で, 博士の学位を所持しない技術者が会社を自由に渡り歩くためのパスポートにもなる.
英国では, PE は Chartered Engineer (CE) と呼ばれる専門職資格に相当するが, 日本では,
技術士という資格になる.
米国の PEが約 40 万人, 英国の CEが約 20 万人に対して, 日本の技術士は約 4万人というア
ンバランスから日本では, 技術士の一次試験を免除するなど人員の確保を念頭においた新技術士
法が施行されている. しかしながら, 依然としてその職務内容については中小企業のコンサルタ
ントから抜け出ているとはいえない状況である. それは, 日本の技術士は一旦, 試験に合格する
と, 継続専門教育 (Continuing Professional Development, CPD) があるものの, 終身その資
格が与えられ, 保証されてしまうことに起因している. したがって, 更新試験が定期的に行われ
る米国の PEとは当然のことながら, 技術レベルそのものも比較にならないほどの差になって現
れることとなる.
前述した二種類の法律や, 技術者個人の資格証明 (PE) により, 現在, 米国では雇用される
側の採用時の不利益がなくなってきていて, かつ, PE 資格者は資格を持たない一般の技術者よ
りも経験が保証されるため, 米国内のどこの会社でもかなりの優遇措置を受けることになる.
一方, 雇用側にとって, 9.11 以降, 全く違った情勢になってきている. その一つに採用時の
身上調査がある. この身上調査は雇用希望者から出された雇用申請書 (Employment
Application Form) に基づいて, 最近では IT を利用してWeb からも調査専門会社を通じて依
頼できるようになっており, 1 日から 2日ぐらいで調査結果が雇用者に届く. したがって, 雇用




み (退職する社員からは情報提供同意書：Empolyee Information Release Authorization に書
名を付けたものをとることになる) を伝えることが求められる. 前雇用者が次の雇用者の経歴紹
介に対して, あいまいに答えたとき, もし万一, 新会社で事故や問題などが起きたときには ｢経
歴調査で真実を伝えなかった｣ と訴訟されることもある.
また, さらには推薦状 (Letter of Recommendation) も採用の場合の決定要因になる. 一般
に推薦状は, 被推薦者の格付け (社会的地位, 論文数, 過去の活動状況など) を記入した後, 推
薦者と被推薦者の関係を述べ, 最後に, 推薦理由を書くことになる. 推薦状は採用時ばかりでな
く, 同一会社での雇用継続の場合も必要となる.







図 4 の Dr. Sugato はインド出身で現在アメリカ国籍を有している. 筆者が招聘研究者として
滞在した米国のVanderbilt 大学 Robotics 研究室のラボマネージャーで, PhD.の学位取得後,
IBMに就職しており, 筆者と旧知の間柄である. そのような関係で外国人の知人として筆者に






平成 15 年度版科学技術白書の 31 ページに主な職種に関する日米賃金比較がなされている. 図
5 に主な職種の日米賃金比較を示す. この図は様々な分野での人材の名のもとにそれがどれくら
い評価された位置で迎えられているか考察できる図でもある. 図はそれぞれの国の労働者全体の
平均賃金をそれぞれ 1.00 として, 平均賃金に対する比率で比較してされている.
白書では ｢両国において, 専門的技能や専門的知識を必要とするほとんどの職種において平均
賃金より高い給与が支払われている. また, 米国に比べ日本では例外的に, 航空機, 医師につい
ては平均給与に比べて極めて高い賃金が支払われている. ただし, 全般的には, 前述の二つの職
種を除き, 日本における専門的技能や専門的知識を必要とする職種の賃金は, 平均賃金に比べて
特に高い賃金が支払われているわけではない. それに対し, 米国では自然科学系研究者を含め測
量技師・建築士, その他の技師, プログラマーなどのいわゆる技術系の職種では, 平均賃金と比
較してその職能に応じた高い賃金が支払われている.
(中略) 米国では, 一般の事務職に比して技術職の平均賃金は約 1.65 倍, 研究職では 2.13 倍
の開きがあるのに, 日本においては, 技術職で約 1.11 倍, 研究職でもわずか 1.18 倍程度の格差
















一方, アメリカの企業では ｢職務の階梯｣ が形成されていて, 技術者はこの階梯に沿って昇進
がなされてきた. 少なくとも, この階梯の最下位にある職務から上に上がった技術者は複数の
｢任務｣ はもちろんのこと, 複数の ｢職能的割当｣ をこなすことができるようになる. ｢職能的割
当｣ とは, 企業の各職場の任務をいくつかのグループに分け, 一つのグループを, 少なくともあ
る期間の間は特定の技術者に, 専念すべき対象として割り当てるグループのことを言う.
以上の関係を図 6に示す. この図から, 日本では, 班が形成され, その中で技術者が移動して
いく様子が理解できよう. したがって, 日本での職場での環境からはある経験年数を経た技術者
がこなしうる能力はそのグループ内での特化された能力に限定されるものになるであろうし, 逆
に, 米国では, 技術者にはより総合的な能力が培われることとなろう. つまり, 米国では本来は
競争力として必要なある部門における職人芸のような技術の専門家が育ちにくいこととなる.
日本の企業の場合, 正規の従業員として雇用されている労働者は, 一つの班が担当している作
業領域の中にある 10 ないし 15 個前後の作業ポジションを次々と経験していくことが観察されて




近年, 人的資源管理に関して, ｢日本のシステムの一つの特徴は遅い選択方式である｣ という
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があろうし, また, 団塊の時代が高度経済成長期, 減速経済, 9.11 以降の経済と動いてきてい
る中, 団塊の世代が直面している加齢による身体状況が衰えていっているなかでの団塊世代のも
たらしてきた知的財産から相対的関係を求めて解析していくことになろう.) であるが, これを











は, ブルーカラー, ホワイトカラー, 中高年も若者も, 昨日まで何事もなく普通に仕事をしてい
た技術者が, 突然リストラが宣告される場合も多い. 日本では, 一度リストラされた技術者が前
と同じ作業環境の現場に就職することはかなり困難であろう. 技術者の ｢リストラ｣ が多くな
ると技術の国際競争力が下がり, 日本経済にも当然のことながら大きな影響を深刻な影響を及ぼ
すこととなる.










ととなる. つまり, むやみなリストラは失業者とやたらに忙しい技術者 (労働者) に二極分化さ




上昇では決してない. ここ数年前から, リストラに替わり, 従業員で仕事を分け合う ｢ワークシェ
アリング｣ という考え方がでてきている. 人件費削減が避けられない場合は, 賃金調整のうえで
ワークシェアリングを実施することになろう.
ワークシェアリングの例として国全体で行って大成功を収めたオランダの好例があるが, わが
国ではワークシェアリングは 2002 年の春闘の際に大きな話題となったが, この 1 年で議論され
る機会もめっきり減少した. その理由として, ①現状ではワークシェアリングを推進する環境が




5. 2 2007 年問題と技術者の定年に対する新しい提案
最近, 新日鉄の名古屋製鉄所の事故, ブリヂストンの栃木工場の火災など, 製造現場での産業
事故が相次いでいる. 経済産業省のこれまでの調査で, 事故の発生要因の大半が, マニュアルの
不備や不順守などの人的要因であることが明らかになった. こうした背景には, 製造現場の労働
者数が過去 10 年間で約 20％減少するとともに, 社員の高齢化や下請け・協力工場社員の比率が
高まるなどの人員構成の複合化が進み, 中堅層や若手労働者への保安技能の伝承がうまく進んで
いないことがあると分析している.
経済産業省は, このままでは団塊の世代の退職のピークとなる 2007 年以降, 技能者不足が本






















技術伝承をスムーズに行うには, 『まだら定年制』 が有効な手段となるかも知れない. まだら
定年制とは, 例えば, 45 歳から 50 歳までを ｢月曜日だけ定年｣, 51 歳から 55 歳までが ｢月, 水
だけ定年｣, 56 歳から 60 歳までは ｢月, 水, 金だけ定年｣ というように勤務日を段階的に減ら
していく手法をいう.
勤務日数を大幅に減らすことによって 65 歳までの定年延長を推進していくことが可能となろ
う. 会社との距離を少しずつ広げながら, ゆっくり ｢本定年｣ を迎えればよいことになる. 休み
を利用して本人にとって最も生きがいを見つけられる仕事が何かを探すことも出来よう.
会社にとってみれば, まだら定年制はいわば個人ごとの ｢部分解雇｣ とも考えられる. 指名解
雇などで ｢冷たい会社｣ という印象を世間に与えずに人件費が削減できる上に, 技能の流出も避
けられ, 会社側が特別の対策を講じなくても, まだら定年制によって生産性を維持, または上げ
ていくために相当の人員を集めることもあるいは可能となろう.







教育では確かな技能, 複雑でかつ高度な作業改善, 人間形成 (産業事故に対する指揮系統の明確
化など) についての体系的な教育を施すとともに不良品を作らず, また, 次の工程へ流さないた
めの教育が施されることとなる.
こうした教育の機会は新技術の導入に対する技術者の技術力の向上や技術の伝承を促すことと
なる. また, わが国の場合, 労使の関係は欧米などと違う独特のものがあり, この代表的な成功
事例に, 産業用ロボットの現場への導入 (初期のころは産業用ロボットの暴走によって多くの現
場の技術者がその犠牲となった. 産業用ロボットにおいては労使ともにロボットの導入に積極的
に取り組んだいきさつもある.) が挙げられる. これにより, 1980 年以降わが国が世界のロボッ









統工芸を受け継ぐ職人文化) であり, その精密さ, 緻密さ, 安全性においては一部まだ世界の先
端を走っているものもある.





や終身雇用を止め, 能力給の採用など) しまっては, 結局, 企業内での本来の持つ体制が企業外
に立ち向かう前に崩れてしまう. 時代にあった雇用形態を築いていくにはかなりの時間を要する
が, 今後, 拙速にならない程度にじっくりと導入形態などを検討し, 合うと確信されたものだけ
を吟味して採用していくことで大きな企業展開が図れるものと思われる.

























本稿は平成 14～16 年度科学技術基盤研究 B ｢高齢社会における企業貢献と福祉産業のビジネ
ス展開に関する研究｣ の一環として行なったものを纏めたものである.
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